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東通原子力発電所 基準地震動の策定のうち

震源を特定せず策定する地震動について

（補足説明資料）
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１．全国共通に考慮すべき地震動
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■概要（発生日時，地震規模等）

震度 観測点名

5強 苫前町旭（旧）

5弱 羽幌町南3条

4

秩父別町役場（旧）
剣淵町仲町（旧）
羽幌町焼尻
初山別村有明

発生日時 2004/12/14 14:56

震央地名 留萌地方南部

緯度 44°04.6′N

経度 141°41.9′E

深さ 9km

規模 M6.1（Mw5.7）

（気象庁震度データベースによる）

震度分布〔気象庁報道発表資料（2004.12.14）〕

■震央分布図（1997年10月～，M≧1.5） ■震央分布図（1900年～，M≧3.5）

■発震機構（P波初動解）

〔地震調査研究推進本部 地震調査委員会（2005.1.12）〕

〔気象庁報道発表資料（2005.1.11）〕

〔気象庁報道発表資料（2005.1.11）〕

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．１ 2004年北海道留萌支庁南部の地震の概要

（１）地震の概要

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.9 再掲
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➢ 佐藤ほか（2013）では，K-NET観測点のHKD020（港町）について，G.L.-6m以浅に室内試験結果を
考慮した非線形解析を行い，G.L.-41mの基盤面における基盤地震動を評価している（G.L.-6m以
深は線形解析を仮定，減衰定数は1%に設定）。

➢ 上記の基盤地震動の評価結果について妥当性を確認するため，以下の追加検討を実施する。

① 佐藤ほか（2013）の報告時点以降に得られた，G.L.-6mからG.L.-41mまでの室内試験結果を用
い，G.L.-41m以浅に非線形性を考慮して基盤地震動（水平方向）を評価。

② 不確かさを考慮した基盤地震動の評価として，G.L.-6m以浅は非線形，G.L.-6m以深は減衰定
数を3%として基盤地震動（水平方向）を評価。

③ 佐藤ほか（2013）の報告時点以降に得られた，PS検層の再測定結果から，地盤モデルを変更し
て基盤地震動（鉛直方向）を評価〔解析方法は佐藤ほか（2013）と同様〕。

④ HKD020（港町）における地下水位の状況を踏まえ，G.L.-6m以浅はポアソン比一定，G.L.-6m以
深は体積弾性率一定として基盤地震動（鉛直方向）を評価。

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（１）追加検討内容

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.19 再掲
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➢ G.L.-6mからG.L.-41mまでの地盤の非線形特性と減衰定数を変動させて，等価線形解析によりG.L.-41mでの
基盤地震動を評価した。

等価線形解析に用いる地盤モデル

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ａ．地盤モデル

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.22 再掲
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追加検討①（G.L.-41m）

佐藤ほか（2013）（G.L.-41m）

観測記録（地表）

加藤ほか（2004）

➢ G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動の応答スペクトルは，佐藤ほか（2013）による応答スペクトル
とほぼ同程度となっている。

擬似速度応答スペクトルの比較

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｂ．応答スペクトル

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.25 再掲
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➢ G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動評価に用いた収束物性値による伝達関数は，佐藤ほか
（2013）の物性値による伝達関数と比較して，深部の減衰定数が1%から5%程度になったことにより，10Hzより高
振動数側で小さくなっている。

収束物性値による伝達関数とH/Vスペクトルの比較

振動数（Hz）

振
幅
比

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｃ．伝達関数

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.27 再掲
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➢ 佐藤ほか（2013）の地盤モデルに基づき，G.L.-6m以浅を非線形，G.L.-6m以深を減衰定数3%として基盤地震動
を評価し，佐藤ほか（2013）の評価結果と比較する。

等価線形解析に用いる地盤モデル

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（３）追加検討②：減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動（水平方向） ａ．地盤モデル

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.29 再掲
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➢ 佐藤ほか（2013）の地盤モデルに基づき，G.L.-6m以深を減衰定数3%とした基盤地震動の最大加速度は
609cm/s2となり，佐藤ほか（2013）による基盤地震動（585cm/s2）と比較すると，やや大きく評価されている。
また，その応答スペクトルは，佐藤ほか（2013）による応答スペクトルとほぼ同程度となっている。

加速度時刻歴波形の比較

擬似速度応答スペクトルの比較

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（３）追加検討②：減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動（水平方向） ｂ．評価結果

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.30 再掲
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➢ 収束物性値による伝達関数は，佐藤ほか（2013）の物性値による伝達関数と同様に，本震時のH/Vスペクトルの
特徴をよく再現していると考えられる。

収束物性値による伝達関数とH/Vスペクトルの比較

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（３）追加検討②：減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動（水平方向） ｃ．伝達関数

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.31 再掲
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➢ 佐藤ほか（2013）における鉛直方向の基盤地震動の評価結果は，佐藤ほか（2013.10）時点での地盤モデルに
基づいていたが，笹谷ほか（2008）による位相速度を説明できないことから，佐藤ほか（2013）の報告時点以降
に，表層部分のPS検層を再測定している。

➢ 再測定結果によるG.L.-6m以浅のP波速度は，佐藤ほか（2013）の地盤モデルと異なるため，再測定結果を反
映した地盤モデルにより，鉛直方向の基盤地震動が再評価された。

※再測定結果によるS波速度は，佐藤ほか（2013）の地盤モデルとほぼ同様のため変更していない。

P波速度

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（４）追加検討③：地盤モデル変更による基盤地震動評価（鉛直方向） ａ．地盤モデル

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.33 再掲
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➢ PS検層の再測定結果を反映した地盤モデルを用い，体積弾性率一定としてG.L.-41mの鉛直方向の基盤地震
動を評価した結果，その最大加速度は306cm/s2となり，佐藤ほか（2013）による基盤地震動（296cm/s2）と比較
すると，やや大きく評価された。

P波速度 減衰定数

加速度時刻歴波形

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（４）追加検討③：地盤モデル変更による基盤地震動評価（鉛直方向） ｂ．評価結果

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.34 再掲
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➢ 佐藤ほか（2013）及び追加検討③における鉛直方向の基盤地震動は，体積弾性率一定として評価しているが，
地下水位の状況を踏まえ，G.L.-6m以浅をポアソン比一定，G.L.-6m以深を体積弾性率一定とした場合の鉛直
方向の基盤地震動を評価した。

➢ 体積弾性率一定とした場合と比較して，ポアソン比一定とした場合，S波速度の低下に伴ってP波速度も低下す
るため，最大加速度は小さくなっている。

➢ その結果，最大加速度は262cm/s2となり，体積弾性率一定と仮定した結果（306cm/s2）は保守的な結果となっ
ている。

P波速度 減衰定数

加速度時刻歴波形

１．全国共通に考慮すべき地震動
１．２ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（５）追加検討④：G.L.-6m以浅をポアソン比一定とした基盤地震動（鉛直方向） 評価結果

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－1 p.36 再掲
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２．地域性を考慮する地震動
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発震機構

（CMT解及びP波初動による解）震度分布図
〔「平成12年（2000年）鳥取県西部地震」

概要 （鳥取地方気象台）〕

震度 観測点名

6強 鳥取県 境港市，日野町

6弱
鳥取県 泊町，会見町，岸本町，
日吉津村，淀江町，溝口町

5強
鳥取県 米子市，岡山県 新見市，
香川県 土庄町他

発生日時 2000/10/6 13:30

震央地名 鳥取県西部

緯度 35°16.4′N

経度 133°20.9′E

深さ 9km

規模 M7.3（Mw6.6）

〔気象庁 平成12年10月 地震・火山月報（防災編）に一部加筆〕

過去の被害地震（1926年～2000年）

震央分布図

（2000年10月1日～10月31日）

○ 地震概要

・負傷者 138名，全壊家屋 371棟

・余震 北北西－南南東方向に約30km分布

・発震機構 東西方向圧縮軸 左横ずれ断層型

・1990年，1997年に今回の余震域でM5クラスが発生

・1926年以降今回の震源近傍で3つ被害地震が発生

（気象庁震度データベースによる）

２．地域性を考慮する地震動／２．１ 2000年鳥取県西部地震
２．１．１ 震源域の地域性についての検討

（１）2000年鳥取県西部地震の概要

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.8 再掲
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東通原子力発電所

震源周辺のシームレス地質図

〔産業技術総合研究所 地質図Naviに一部加筆〕

10km

敷地周辺陸域の地質図

◼ 震源域周辺は，白亜紀から古第三紀の花崗岩を主体としており，新第三紀中新世に貫入した安山岩～玄武岩質の岩脈が頻繁に分
布している。山陰地域の活断層は「活断層の発達過程でみると，初期の発達段階を示し，断層破砕帯幅も狭く，未成熟な状態とみな
される。」とされている。また，明瞭な断層変位基準の少ない地域とされている。

 敷地周辺は，主に新第三紀中新世の火山岩類や堆積岩類，第四紀中期～後期更新世の段丘堆積物等が分布し，大規模な岩脈の
分布は認められない。敷地周辺には，主に中位段丘面及び高位段丘面が分布している。敷地周辺には，横浜断層（逆断層）等が認
められる。

２．地域性を考慮する地震動／２．１ 2000年鳥取県西部地震
２．１．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

①地質・地質構造，②第四系の分布・地形等による比較・検討

2000年鳥取県西部地震

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.14 再掲
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鳥取県西部地震震源域

東通原子力発電所

２．地域性を考慮する地震動／２．１ 2000年鳥取県西部地震
２．１．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

③地震地体構造による比較・検討
垣見ほか（2003）による地震地体構造区分

◼ 鳥取県西部地震の震源域は，（10C5）中国山地・瀬戸内海に区分される。北半部は安定隆起域で，活断層の密度は小さいが地震活
動は比較的高く，東西圧縮の横ずれ断層型の卓越する地域とされている。

 敷地周辺は，（8B）東北日本弧外帯に区分され，外弧隆起帯，安定域で活断層の密度が小さく，東西圧縮の逆断層型の地域とされて
いる。

垣見ほか（2003）に一部加筆

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.15 再掲

各地震地体構造区の特徴

地震地体構造区分図
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◼ 鳥取県西部地震の震源域は，西村（2014）においてひずみ集中帯と指摘されている。
 敷地周辺は，地質学的ひずみ集中帯，測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置し，地殻内微小地震の密集は認められない。

鳥取県西部地震震源域

地質学的ひずみ集中帯等分布図
産業技術総合研究所（2009）に一部加筆

東通原子力発電所

鳥取県西部地震

西村（2015）に一部加筆

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.16 再掲

鳥取県西部地震

２．地域性を考慮する地震動／２．１ 2000年鳥取県西部地震
２．１．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

④ひずみ集中帯による比較・検討
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➢ 岩手・宮城内陸地震は，2008年6月14日に奥羽山地東縁で発生した地震で，深さ8km，地震の規模は，M7.2とされている。
➢ この地震は，奥羽山地東縁から西側に傾斜する低角逆断層により発生したとされる。

「日本の地震活動」〔地震調査研究推進本部（1999）に一部加筆〕

GPSで測定された水平変動〔国土地理院（2008）〕

地殻変動から推定された断層モデル
〔国土地理院（2008）〕

2008年岩手・宮城内陸地震（M7.2）
2008/06/14 08:43 深さ8km

震源メカニズム解
（気象庁報道発表資料（2008.6.14））

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．１ 震源域の地域性についての検討

（１）2008年岩手・宮城内陸地震の概要

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.19 再掲
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◼ 震源域は山間部に位置し，変位基準となる地形面の発達が少ない。
◼ 震源北東には，北上低地西縁断層帯が分布しており，その南方延長上に位置する。
◼ 震源域には，主に新第三紀以降の火山岩類及び堆積岩類が分布し，褶曲構造の分布が認められる。
◼ 震源断層は，西北西－東南東方向に圧縮軸を持つ逆断層型と推定されている。

震源域周辺の広域地質図

〔社団法人東北建設協会監修 （2006）に一部加筆〕

地質年代
PG１～4：漸新世～前期中新世
N1：前期中新世～中期中新世
N2：中期中新世～後期中新世
N3：後期中新世～鮮新世
Q：更新世,H：完新世

活断層分布図
〔産業技術総合研究所「活断層データベース」に一部加筆〕

北上低地
西縁断層帯

震央

N

0 20km

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

①地質・地質構造による比較・検討（岩手・宮城内陸地震震源域）

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.32 一部修正
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敷地周辺陸域の地質図

東通原子力発電所

 敷地近傍は主として台地からなり，海成の段丘堆積物が分布する。
 敷地周辺は新第三紀の火山岩類及び堆積岩類が分布し，顕著な褶曲構造は認められない。
 敷地周辺は東西圧縮応力場であり，横浜断層等のNNE-SSW走向の逆断層が認められる。

下北半島東部の地質構造図

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.33 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

①地質・地質構造による比較・検討（敷地周辺）
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◼ 岩手・宮城内陸地震震源域は，第四系の分布は限られており，河川沿いに河川段丘面及び地質図北東部に，更新世の堆積物（Qの
堆積物）が認められる。

 敷地周辺には，変位基準となる海成段丘堆積物が広く認められる。

敷地周辺陸域の段丘面分布図

東通原子力発電所

※地質年代
PG１～4：漸新世～前期中新世,N1：前期中新世～中期中新世,N2：中期中新世～後期中新世
N3：後期中新世～鮮新世,Q：更新世,H：完新世

震源域周辺の広域地質図

〔社団法人東北建設協会監修 （2006）に一部加筆〕

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

②第四系の分布・地形による比較・検討

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.34 一部修正
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◼ 震央の周辺には大規模地すべり地形が密集している。

震央位置

0 1000 2000 3000m

[防災科学技術研究所 地すべり分布図〔焼石岳（1982），栗駒山（1982）〕に一部加筆]

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.35 再掲
２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

②第四系の分布・地形による比較・検討（地すべり地形の特徴）（岩手・宮城内陸地震震源域）
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 敷地周辺には大規模な地すべり地形の密集は認められない。

0 1000 2000 3000m

東通原子力発電所

[防災科学技術研究所 地すべり分布図〔近川（2009），横浜（2009）〕に一部加筆］

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.36 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

②第四系の分布・地形による比較・検討（地すべり地形の特徴）（敷地周辺）
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◼ 震源域周辺は，（8C）東北日本弧内帯に区分され，火山性内弧，隆起優勢，脊梁山地で，逆断層～褶曲が発達，浅発大・中地震活動
では「高」とされている。

 敷地周辺は，（8B）東北日本弧外帯に区分され，外弧隆起帯，安定域，浅発大・中地震活動では「低」とされている。
• 敷地周辺については，沿岸海域には北部北上帯の延長部の存在が推定され，陸域の敷地北方には中生界の尻屋層群が分布することから，安定域の
性質を有するものと考えられる。

 一方，敷地周辺は（8C）東北日本弧内帯との境界に近接しており，地震地体構造区分図の縮尺，精度の観点から不確かさを有する。

各地震地体構造区の特徴

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.37 再掲

地震地体構造区分図
〔垣見ほか （2003）に一部加筆〕

岩手・宮城
内陸地震震源域東通原子力

発電所

岩手・宮城
内陸地震震源域

東通原子力
発電所

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

③地震地体構造による比較・検討
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ひずみ集中帯分布図

〔産業技術総合研究所（2009）に一部加筆〕

岩手・宮城

内陸地震

東通原子力
発電所

地質学的歪み集中帯

測地学的歪み集中帯

◼ 震源域は，地質学的ひずみ集中帯，測地学的ひずみ集中帯の領域内に位置し，地殻内微小地震の震源近傍における密集が認め
られる。

一方，敷地周辺は地質学的ひずみ集中帯，測地学的ひずみ集中帯の領域外に位置し，地殻内微小地震の密集は認められない。

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.38 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

④ひずみ集中帯による比較・検討
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◼ 震源域は，火山フロントに位置しており，火山体（栗駒山など）及びカルデラ（厳美カルデラなど）の分布が多く，多数のカルデラに囲ま
れ，第四紀火山噴出物に覆われている。

日本列島周辺の第四紀火山フロント

〔核燃料サイクル機構 （1999）に一部加筆〕

震源域周辺の広域地質図

〔社団法人東北建設協会監修 （2006）に一部加筆〕

※地質年代
PG１～4：漸新世～前期中新世
N1：前期中新世～中期中新世
N2：中期中新世～後期中新世
N3：後期中新世～鮮新世
Q：更新世,H：完新世

震央

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

⑤火山フロントとの位置関係による比較・検討（岩手・宮城内陸地震震源域）

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.39 一部修正
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敷地周辺の火山地質図
〔中野ほか編（2013）に一部加筆〕

 敷地は火山フロントの海溝側に位置し，付近にはカルデラなどは認められない。
 第四紀火山噴出物は敷地近傍には認められず，敷地の北西方向に分布する。

D01 野平カルデラ
D02 大畑カルデラ
D03 於法岳
D04 陸奥燧岳
D05 恐山

東通原子力発電所

日本列島周辺の第四紀火山フロント

〔核燃料サイクル機構 （1999）に一部加筆〕

東通原子力発電所東通原子力発電所

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.40 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

⑤火山フロントとの位置関係による比較・検討（敷地周辺）
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◼ 震源域全体に西側が相対的に隆起する西傾斜の逆断層が伏在することを示唆する，地表付近のブロードな幅広い変形帯が
見られる。

〔柳田ほか（2020）〕

〔柳田ほか（2020）〕

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.41 再掲
２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

⑥震源断層の伏在による地表変形の広範囲化による比較・検討（岩手・宮城内陸地震震源域）
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敷地Ｗ← →Ｅ陸域

冷
水
峠

W-1 0 1 2 3 4 5km

2760 2500
2000 1500 1000

冷
水
峠

東通原子力発電
所

 敷地周辺は，地下深部に伏在する震源断層を示唆するような変形は認められない。

敷地～敷地近傍の地下深部地質構造（H24海陸統合探査測線）

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.42 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．２ 震源域と敷地周辺との地域性の比較・検討

⑥震源断層の伏在による地表変形の広範囲化による比較・検討（敷地周辺）
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【本震を用いた地盤同定に関する検討（再現性の確認）】

➢ 観測記録を用いた地盤同定により得られた地盤モデル（水平）を用いて，応答スペクトルの再現性を確認した結果，NS方向につい
ては地表記録が概ね再現できているが，EW方向については地表記録の短周期側が再現できていない。

伝達関数の比較（水平）
応答スペクトルの比較（水平）

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

地盤同定結果（水平） 短周期側が再現
できていない

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣にて検討を実施

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.91 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ａ．KiK-net東成瀬観測点に関する検討①
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【本震を用いた地盤同定に関する検討（再現性の確認）】

➢ 観測記録を用いた地盤同定により得られた地盤モデル（鉛直）を用いて，応答スペクトルの再現性を確認した結果，地表記録の短
周期側が再現できていない。

応答スペクトルの比較（鉛直）

短周期側が再現
できていない

地盤同定結果（鉛直）

伝達関数の比較（鉛直）

p

黒：観測記録 

赤：最適化結果 

青：PS検層 

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣にて検討を実施

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.92 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ａ．KiK-net東成瀬観測点に関する検討②
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【地形の影響に関する検討】

➢ 2次元地盤モデルは，地震観測点におけるPS検層結果の層境界を用いて，観測点周辺の地形を簡易的に考慮した2次元FEMモデ
ルとする。

➢ 地中観測点位置（G.L.-100m）に対する地表観測点位置の伝達関数（2E/E+F）を算出し，地震観測点位置の1次元地盤モデルによ
る伝達関数と比較する。

 

第 1層 

第 2 層 

第 3 層 

第 4層 

GL 
GL-2m 

GL-20m 

GL-32m 

GL-100m 

✚：観測点 

GL-70m 

第 5層 

評価地点

2次元地盤モデル

P波速度
Vp（m/s）

S波速度
Vs（m/s）

密度
ρ（g/cm3）

第1層 300 150 1.64

第2層 880 430 1.64

第3層 3000 980 2.22

第4層 3000 1150 2.22

第5層 3000 1500 2.22

地盤物性値

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ａ．KiK-net東成瀬観測点に関する検討③

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.101 一部修正
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【地形の影響に関する検討】

➢ 2次元地盤モデルと1次元地盤モデルの伝達関数を比較すると，5Hz及び10Hz付近で2次元地盤モデルの結果が大きく，15Hz付近
では2次元地盤モデルの結果が小さくなっており，1次元地盤モデルと差異がみられることから，AKTH04（東成瀬）観測点の観測記
録には，周辺地形による影響が含まれているものと考えられる。

➢ なお，中小地震の観測記録にみられる5Hz付近及び10Hz付近で伝達関数が大きくなる傾向と同様に，2次元地盤モデルの5Hz及
び10Hz付近で伝達関数が大きくなっている。

実線：2次元地盤モデル
点線：1次元地盤モデル

伝達関数〔G.L.（2E）/G.L.-100m（E+F）〕

観測記録の伝達関数（地表/地中）

NS方向 EW方向

黒：中小地震 

赤：本震 

青：PS検層 

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ａ．KiK-net東成瀬観測点に関する検討④

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.102 一部修正
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【本震記録を用いた検討 まとめ】
➢ AKTH04（東成瀬）観測点について，本震記録を用いて観測記録のはぎとり解析のための地盤同定を実施した結果，得られた地盤
モデルのうち水平方向については，表層のVsが極端に小さい。また，鉛直方向については，観測記録の伝達関数を再現できてい
ない。

【詳細検討】
①本震記録を用いた検討
• 本震記録を用いた地盤同定により得られた地盤モデルを用いて，応答スペクトルの再現性を
確認した結果，水平及び鉛直ともに地表記録を再現できていない。

• 探索範囲等を変更し地盤同定を実施した結果，得られた地盤モデルのうち水平方向について
は，従来の同定結果と同様に表層のVsが極端に小さい。また，鉛直方向については，観測記
録の伝達関数を再現できていない。

②中小地震記録を用いた検討
• 本震及び中小地震の地表記録を用いたH/Vスペクトルより，本震記録に地盤の非線形性の
影響が含まれていると考えられる。

• 中小地震を用いて線形領域における地盤同定を実施した結果，得られた地盤モデルは，水
平・鉛直とも観測記録の伝達関数を再現できていないことから，1次元波動論によるはぎとり
解析の適用が困難である。

③地形の影響に関する検討
• 2次元地盤モデルと1次元地盤モデルの伝達関数に差異がみられることから，AKTH04（東成
瀬）観測点の観測記録には，周辺地形による影響が含まれているものと考えられる。

➢ AKTH04（東成瀬）については，観測記録に地盤の非線形性の影響，周辺地形による影響が含まれており，観測記録と整合する
地盤モデルが同定できず，地表記録も再現できていないことから，信頼性の高い基盤地震動の評価は困難である。

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.103 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ａ．KiK-net東成瀬観測点に関する検討⑤
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➢ IWTH24（金ヶ崎）の観測記録について，KiK-netボーリングデータを初期値として，観測記録の伝達関数を再現できるように地盤同
定を実施。

地盤同定結果（水平）

地盤同定結果（鉛直）

伝達関数の比較（水平）

伝達関数の比較（鉛直）
電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣にて検討を実施

p

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.108 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｂ．KiK-net金ヶ崎観測点に関する検討①
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➢ 地盤同定により得られた地盤モデルを用いて，IWTH24（金ヶ崎）のはぎとり解析を実施。

IWTH24（金ヶ崎）は，概ね妥当な地盤モデルを作成でき，はぎとり解析を実施した結果，一部の周期帯で標準応答スペクトルを上回
る結果となった。

： 標準応答スペクトル
： 観測（G.L.0m）
： はぎとり波（G.L.-150m）
： 観測（G.L.-150m）

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣にて検討を実施

NS方向 EW方向 UD方向
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２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｂ．KiK-net金ヶ崎観測点に関する検討②

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.109 一部修正
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【Aoi et al.（2008）】
➢ 上向きの地震動の振幅が下向きの2倍以上も大きい上下非対称な地震動は，線形・非線形の波動伝播理論では説明できず，トラ
ンポリン上で跳ねている物体の運動に類似していることから，トランポリンモデルを提唱している。

➢ 弾性的な振る舞いと粒状的な振る舞いの中間的振る舞い（トランポリンモデル）による模擬波形は，一関西観測点（KiK-net）で観
測された非常に大きな加速度波形の性質をよく再現していると評価。

粒状的

弾性的

中間的

➢ Aoi et al.（2008）では，KiK-net一関西観測点の上下非対称な地震動について，トランポリン効果を提唱している。

〔Aoi et al.（2008）に一部加筆〕

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.77 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｃ．KiK-net一関西観測点に関する検討①
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【東ほか（2021）】
➢ KiK-net一関西の岩手・宮城内陸地震の地中記録について，10Hz以上の高周波数帯域で振幅が大きくなる傾向がみられており，
これは一関西地中記録の特徴と考えられることから，地盤構造が基盤入射波に及ぼす影響を評価している。

➢ KiK-net一関西の東西方向約4kmで実施した反射法・屈折法地震探査をもとに2次元地盤モデルを構築し，地中地震計位置にお
ける基盤入射波に着目した2次元解析を実施した結果，地震基盤相当面（Vp=6km/s）における入力波に対するKiK-net一関西地
中地震計位置での基盤入射波の倍率は，10Hz以上の高周波数帯域において1.7～1.8倍になるとしている。

➢ 以上の結果から，KiK-net一関西地中記録の大加速度要因の一つとして，本震記録で顕著に増幅している10Hz以上において，
深部地盤の不整形性が影響を及ぼしている可能性があるとしている。

KiK-net一関西における
東西断面の詳細2次元地盤モデル反射法・屈折法地震探査測線震源域ダム地点に対するKiK-net一関西のフーリエスペクトル比

深度断面（カラー部は屈折法の波形インバージョン解析結果）
KiK-net一関西の地中地震計位置における

基盤入射波の地震基盤相当面（Vp=6km/s）に対する増幅倍率

➢ 東ほか（2021）では，KiK-net一関西観測点の大加速度要因の一つとして，深部地盤の不整形について指摘している。

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.80 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｃ．KiK-net一関西観測点に関する検討②
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【IWTH25（一関西）を対象とした相対的地盤増幅率（応答スペクトル比）】

➢ 震源近傍に位置する5地点を基準としたIWTH25（一関西）の応答スペクトル比（＝相対的地盤増幅率）は，以下の通り。

➢ 震源近傍に位置する5地点と比較し，IWTH25（一関西）は岩手・宮城内陸地震の本震の特徴を踏まえた相対的地盤増幅率が
短周期で大きい傾向※にある。

水平方向 鉛直方向

一関西（地中）／栗駒ダム（右岸地山）
一関西（地中）／KiK-net一関東（地中）
一関西（地中）／KiK-net金ヶ崎（地中）
一関西（地中）／KiK-net東成瀬（地中）
一関西（地中）／KiK-net鳴子（地中） 相対的地盤増幅率は平均を示す

※：各観測点における地盤条件（速度構造等）の補正を実施していない。

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｃ．KiK-net一関西観測点に関する検討③

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.85 一部修正
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【IWTH25（一関西）観測点に関する検討 まとめ】

➢ Aoi et al.（2008）は，一関西観測点において非常に大きな加速度（上下動）が記録されたことに加えて，上向きの地震動の振幅が
下向きの2倍以上も大きいという，明瞭に上下非対称な波形形状を示していることを指摘し，このような現象を説明するために，地
盤が示す挙動をトランポリンのような性質をもつものとして説明する新しい物理モデルを提示している。

➢ 大町ほか（2011）は，一関西観測点の地表で観測された極めて大きな強震記録（上下動）は，地震観測小屋がロッキング振動で浮
き上がり，地面と再接触した際の衝撃力の影響が強く反映している可能性が高いと指摘。

➢ 入倉ほか（2008）は，余震記録及び本震記録より地中地震計設置層から地表までの理論伝達関数を評価し，地中の観測記録から
地表の地震動を推定している。推定された地表の地震動は，ほぼ観測記録に対応するが，観測記録に見られる上下動の非対称
性は説明できず，別の原因（例えば，トランポリン効果など）を考える必要があると指摘。

➢ 東ほか（2021）は，一関西観測点の地中記録の大加速度要因の一つとして，本震記録で顕著に増幅している10Hz以上において，
深部地盤の不整形性が影響を及ぼしている可能性があると指摘。

➢ 観測記録による相対的地盤増幅率に関する検討より，IWTH25（一関西）は，本震震源域南部で発生する地震に対して，他の観測
点よりも大きく増幅する地域と考えられる。

➢ IWTH25（一関西）については，地表記録にトランポリン効果，ロッキング振動の影響などが含まれており，観測記録の伝達関数を
用いた地盤同定によるはぎとり波の算定は困難と考えられること，IWTH25（一関西）が本震震源域南部で発生する地震に対して，
他の観測点よりも大きく増幅する地域と考えられることから，信頼性の高い基盤地震動の評価は困難である。

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.87 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｃ．KiK-net一関西観測点に関する検討④
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➢ IWTH26（一関東）の観測記録について，KiK-netボーリングデータを初期値として，観測記録の伝達関数を再現できるように地盤同
定を実施。

➢ 得られた地盤モデルは，鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていない。なお，水平方向は，本震記録による伝達関
数に一定の整合がみられる。

地盤同定結果（水平）

地盤同定結果（鉛直）

伝達関数の比較（水平）

伝達関数の比較（鉛直）

p

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣にて検討を実施

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.111 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｄ．KiK-net一関東観測点に関する検討①
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➢ IWTH26（一関東）観測点については，岩手・宮城内陸地震の本震記録を用いて，観測記録のはぎとり解析のための地盤同定を実
施したが，得られた地盤モデルは，鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていないことから，信頼性の高い基盤地震
動の評価は困難であると判断している。

➢ 上記の検討を踏まえ，観測記録のはぎとり解析のための地盤同定について，検討条件を変えた以下の詳細検討を行った。

• 本震を用いた地盤同定に関する検討（再現性の確認）
• 本震を用いた地盤同定に関する検討（鉛直動の探索範囲等の変更）
• 中小地震を用いた地盤同定に関する検討
• 地形の影響に関する検討

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.112 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｄ．KiK-net一関東観測点に関する検討②
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【地形の影響に関する検討】

➢ 2次元地盤モデルは，地震観測点におけるPS検層結果の層境界を用いて，観測小屋背後の法面を簡易的に考慮した2次元FEMモ
デルとする。

➢ 地中観測点位置（G.L.-108ｍ）に対する地表観測点位置の伝達関数（2E/E+F）を算出し，地震観測点位置の1次元地盤モデルによ
る伝達関数と比較する。

 

第 1 層 

第 2層 

第第 33 層層  

第 4層 

2m 

GL 

GL-4m 

GL-10m 

GL-36m 

GL-108m 

✚：評価地点 
x=-2m 0m 

GL-5m 

P波速度
Vp（m/s）

S波速度
Vs（m/s）

密度
ρ（g/cm3）

第1層 450 130 1.64

第2層 1660 460 1.73

第3層 1660 540 1.73

第4層 1830 680 1.82

2次元地盤モデル

地盤物性値

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｄ．KiK-net一関東観測点に関する検討③

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.121 一部修正
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【地形の影響に関する検討】

➢ 2次元地盤モデルと1次元地盤モデルの伝達関数を比較すると，5Hz程度より高周波数側（短周期側）で2次元地盤モデルの結果
が大きくなっており，1次元地盤モデルと差異が若干みられることから，IWTH26（一関東）観測点の観測記録には，周辺地形による
影響が一部含まれていると考えられる。

➢ なお，中小地震の観測記録にみられる10Hz弱で伝達関数が大きくなる傾向と同様に，2次元地盤モデルの7～8Hzで伝達関数が
大きくなっている。

伝達関数〔G.L.（2E）/G.L.-108m（E+F）〕

 

x=-2m 

x=-10m 

x=-20m 

x=-20m -10m -2m 
実線：2次元地盤モデル
点線：1次元地盤モデル

  

観測記録の伝達関数（地表/地中）

NS方向 EW方向

黒：中小地震 

赤：本震 

青：PS検層 

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｄ．KiK-net一関東観測点に関する検討④

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.122 一部修正
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【本震記録を用いた検討 まとめ】
➢ IWTH26（一関東）観測点について，本震記録を用いて観測記録のはぎとり解析のための地盤同定を実施した結果，得られた地盤
モデルは，鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていない。

【詳細検討】
①本震記録を用いた検討
• 本震記録を用いた地盤同定により得られた地盤モデルを用いて，応答スペクトルの再現性
を確認した結果，水平方向については，地表記録が概ね再現できており，鉛直方向につい
ては，地表記録を再現できていない。

• 探索範囲を変更し地盤同定を実施した結果，得られた地盤モデルは，鉛直動の観測記録
の伝達関数を再現できていない。また，得られた地盤モデルのVpは，PS検層結果と比べて
大きい。

②中小地震記録を用いた検討
• 本震及び中小地震の地表記録を用いたH/Vスペクトルより，本震記録に地盤の非線形性の
影響が含まれていると考えられる。

• 中小地震を用いて線形領域における地盤同定を実施した結果，得られた地盤モデルは，水
平・鉛直とも観測記録の伝達関数を再現できていないことから，1次元波動論によるはぎとり
解析の適用が困難である。

③地形の影響に関する検討
• 2次元地盤モデルと1次元地盤モデルの伝達関数に若干の差異がみられることから，

IWTH26（一関東）観測点の観測記録には，周辺地形による影響が一部含まれていると考え
られる。

➢ IWTH26（一関東）観測点については，観測記録に地盤の非線形性の影響，周辺地形による影響が含まれており，
鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていないことから，信頼性の高い基盤地震動の評価は困難である。

➢ しかしながら，水平方向は，本震記録による伝達関数に一定の整合がみられ，地表記録を概ね再現できている。

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｄ．KiK-net一関東観測点に関する検討⑤

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.123 再掲
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【検討結果を踏まえた方針】

➢ IWTH26（一関東）観測点については，鉛直方向において観測記録の伝達関数を再現できていないことから，信頼性の高い基盤地
震動の評価は困難である。

➢ しかしながら，水平方向は，本震記録による伝達関数に一定の整合がみられ，地表記録を概ね再現できていることから，これまで
の検討で得られた地盤モデルを用いて，水平方向のはぎとり解析を実施する。

IWTH26（一関東）について，地盤同定により得られた地盤モデルを用いて水平方向のはぎとり解析を実施した結果，一部の周
期帯で標準応答スペクトルを上回る結果となった。

： 標準応答スペクトル
： 観測（G.L.0m）
： はぎとり波（G.L.-108m）
： 観測（G.L.-108m）

NS方向 EW方向

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.125 一部修正
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２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｄ．KiK-net一関東観測点に関する検討⑥

電力共通研究「東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究」にて検討を実施
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➢ MYGH02（鳴子）の観測記録について，KiK-netボーリングデータを初期値として，観測記録の伝達関数を再現できるように地盤同
定を実施。

➢ 得られた地盤モデルは，水平方向において観測記録の伝達関数には一定の整合性がみられるが，表層のVsが極端に小さい。
なお，鉛直方向については，観測記録の伝達関数，PS検層結果のVpとも一定の整合がみられる。

地盤同定結果（水平）

地盤同定結果（鉛直）

伝達関数の比較（水平）

伝達関数の比較（鉛直）

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣にて検討を実施

p

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.105 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｅ．KiK-net鳴子観測点に関する検討①
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➢ 地盤同定により得られた地盤モデルを用いて，MYGH02（鳴子）のはぎとり解析を実施。

MYGH02（鳴子）は，鉛直方向において概ね妥当な地盤モデルを作成でき，はぎとり解析を実施した結果，全周期帯で標準応答スペクト
ルを下回る結果となった。なお，水平方向においては，観測記録（地中記録の2倍）が標準応答スペクトルを下回る（本編資料２章４（４）
参照）。

電力共通研究｢東北地方太平洋沖地震を踏まえた地震動評価手法の高度化に関する研究｣にて検討を実施

： 標準応答スペクトル
： 観測（G.L.0m）
： はぎとり波（G.L.-203m）
： 観測（G.L.-203m）

NS方向※ EW方向※ UD方向
【参考】 【参考】

※：水平方向については，地盤モデルの表層のVsが極端に小さいが，観測記録の伝達関数は一定の整合性がみられることから参考としてはぎとり解析を実施。
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(h=0.05)

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.106 一部修正

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｅ．KiK-net鳴子観測点に関する検討②
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【荒砥沢ダム（右岸地山）の観測記録の分析】

➢ 荒砥沢ダム（右岸地山）について，岩手・宮城内陸地震を含む観測記録を用いて，H/Vスペクトルを算定した。
➢ 余震と比べて本震では，ピーク周波数のずれや高周波数側（短周期側）においてH/Vスペクトルの低下がみられることから，本震
記録に地盤の非線形性の影響が含まれていると考えられる。

検討地震の震央分布

H/Vスペクトル

（参考）～50Hz

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｆ．荒砥沢ダムに関する検討①

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.130 一部修正
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【田原・大町（2010）】
➢ 岩手・宮城内陸地震本震による最大加速度値は，監査廊に対して天端では半減しており，この特異な地震応答特性は，フィルダ
ムを構成する土質材料の非線形動的特性との関連性が強いと推察されている。

➢ 天端と監査廊のスペクトル比から，岩手・宮城内陸地震本震のスペクトル形状が1996年の地震と大きく異なり，短周期成分がダム
で大きく減衰し，1996年の一次周期よりも明らかに伸長しているとしている。

➢ 岩手・宮城内陸地震の主要動時に10-3を超える大きなひずみレベルに達したことに伴い，ダム堤体コア内のS波伝播速度が減少し
たとしている。

➢ また，主要動後，S波伝播速度は徐々に増加する傾向を示したが本震終了時では，当初値に戻らず，約1年かけて回復する過程
が確認されたとしている。

S波伝播速度の回復過程
（監査廊-天端間，上下流方向）

本震時動的ひずみと伝播速度の関係
（監査廊－天端間，上下流方向）

スペクトル比
（天端/監査廊，上下流方向）

左表：使用した観測記録
〔最大加速度値（m/s2）〕

➢ 荒砥沢ダム（監査廊）については，次のような知見がある。

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.131 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｆ．荒砥沢ダムに関する検討②
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【荒砥沢ダムに関する検討 まとめ】

➢ 荒砥沢ダム右岸付近では，岩手・宮城内陸地震に伴う地質境界の不整合面付近での歪みと変形を原因とした段差などの変状が
発生している。

➢ 荒砥沢ダム（右岸地山）の本震観測記録は，岩手・宮城内陸地震を含む観測記録の分析より，地盤の非線形性の影響がみられる。
➢ 荒砥沢ダム（監査廊）においては，岩手・宮城内陸地震によるロックフィルダム堤体の強非線形性によるS波伝播速度の低下，せ
ん断ひずみの増加に伴う堤体剛性の低下と減衰定数の増加がみられる。また，ダム堤体の変形や沈下がみられることから，監査
廊の観測記録には，それらの影響が含まれているものと考えられる。

➢ 観測記録に関する検討より，荒砥沢ダムは，本震震源域南部で発生する地震に対して，他の観測点よりも大きく増幅する地域と
考えられる。

➢ 荒砥沢ダムについては，岩手・宮城内陸地震の本震記録に地盤の非線形性の影響や，ロックフィルダム堤体の強非線形性及び
変形による影響が含まれていること，また，本震震源域南部で発生する地震に対して他の観測点よりも大きく増幅する地域と考え
られること等により，信頼性の高い基盤地震動の評価は困難である。

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.139 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｆ．荒砥沢ダムに関する検討③
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【栗駒ダム（右岸地山）の微動アレイ観測による地盤構造の検討結果】

➢ 微動アレイ観測による平均的な位相速度を用いて地盤モデルについて検討する。
➢ 検討においては，微動H/Vスペクトルによる表層地盤の卓越振動数（20Hz程度）を考慮した地盤モデル（2層モデル）により検討
する。

• 表層（1層目）：1/4波長則から卓越振動数が20HzとなるVsとH（層厚）の組み合わせのうち，位相速度の説明性のよい
「Vs=120m/s・H=1.5m」及び「Vs=140m/s・H＝1.75m」を仮定

• 基盤（2層目）：Vs=700m/s及び1500m/sを仮定

➢ 微動アレイ観測により得らえた位相速度から，表層地盤が非常に薄く，基盤となる2層目のS波速度が700m/s程度より大きいと
推定される。

2層モデルによる位相速度

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｇ．栗駒ダムに関する検討①

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.144 一部修正
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【栗駒ダム（右岸地山）の拡散波動場理論を用いた地盤構造の検討結果】

➢ 同定された地盤モデルは，基盤以深では，地表から深くなるとともにVs・Vpが大きくなっており，特異な傾向はみられない。なお，
地盤モデルの浅部については，微動アレイ観測により推定される地盤モデルと概ね整合している。

同定された地盤モデルとJ-SHISによるモデルの比較 H/Vスペクトルの比較同定された地盤モデル

Upper
Depth
（m）

Vs
（m/s）

Vp
（m/s）

Density
（t/m3）

0 282 1030 1.9

4 767 1549 2.15

20 1489 2663 2.25

401 1810 4210 2.35

913 3100 5500 2.6

1999 3300 5700 2.7

6999 3400 6000 2.75

【栗駒ダム（右岸地山）の地盤構造に関する検討結果】

➢ 栗駒ダム（右岸地山）の地盤については，地質及び速度構造から相応の硬さの地盤であると考えられる。
➢ 栗駒ダム（右岸地山）観測点は，硬質な岩盤の地表面に設置されていることから，解放基盤表面に相当する観測点であると考えら
れる。

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｇ．栗駒ダムに関する検討②

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.146 一部修正
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【栗駒ダム（右岸地山） Noda et al.（2002）を用いた検討】
➢ Noda et al.（2002）を用いて，栗駒ダム（右岸地山）で得られた岩手・宮城内陸地震観測記録の再現について検討した。等価震源距
離算定のための震源モデルは，原子力安全基盤機構（2014）のシナリオ3を用いた（Xeq=14.6km）。

➢ 栗駒ダム（右岸地山）については，Noda et al.（2002）で岩手・宮城内陸地震観測記録を短周期側において概ね再現可能。

… 右岸地山（観測記録-上下流方向）
－ 右岸地山（観測記録-ダム軸方向）
… Noda et al. （2002） （Vs=0.7km/s）
－ Noda et al. （2002） （Vs=2.2km/s）

栗駒ダム（右岸地山）

水平方向

鉛直方向

Noda et al.（2002）
との残差水平方向

鉛直方向

－ 右岸地山（観測記録-鉛直方向）
… Noda et al. （2002） （Vp=2.0km/s）
－ Noda et al. （2002） （Vp=4.2km/s）

栗駒ダム（右岸地山）

点線：観測記録/Noda et al.（2002）（Vs=0.7km/s）
実線：観測記録/Noda et al.（2002） （Vs=2.2km/s）

点線：観測記録/ Noda et al.（2002） （Vp=2.0km/s）
実線：観測記録/ Noda et al.（2002） （Vp=4.2km/s）

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.149 一部修正

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｇ．栗駒ダムに関する検討③
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【栗駒ダムに関する検討 まとめ】

➢ 栗駒ダム（右岸地山）の地盤については，地質及び速度構造から相応の硬さの地盤であると考えられる。
➢ 栗駒ダム（右岸地山）観測点は，硬質な岩盤の地表面に設置されていることから，解放基盤表面に相当する観測点であると考えら
れる。

➢ 栗駒ダム（右岸地山）については，Noda et al.（2002）で短周期側において評価可能であり，特異な増幅傾向を示していない地域で
あると考えられる。

➢ 栗駒ダム（監査廊）の観測記録には，ダム堤体の影響が含まれていると考えられる。

➢ 栗駒ダム（右岸地山）の観測記録は，基盤地震動として評価可能と考えられ，監査廊の観測記録には，ダム堤体の影響が含まれ
ていると考えられることから，栗駒ダムの観測記録は，右岸地山を採用する。

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.155 再掲

２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（１）地震観測記録の分析・評価 ｇ．栗駒ダムに関する検討④
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資料2－2 p.162 一部修正２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（２）震源を特定せず策定する地震動に反映する地震動 IWTH26（一関東）はぎとり解析のばらつき評価①

➢ 採用した最適化結果以外の地盤同定ケースの結果をばらつきとみなし，これを用いてはぎとり解析を実施する。
➢ はぎとり解析にあたり，以下のとおり地盤物性を設定する。

• Vsは，同定結果にばらつきがみられないことを踏まえ，採用した最適化結果の地盤モデルのVsにて固定する。
• 減衰定数については，採用した最適化結果以外の値をばらつきとみなし用いる。

地盤同定結果

減衰定数（水平）Vs

…PS検層 －最適化結果
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➢ IWTH26（一関東）（水平）の地盤同定結果を用いたはぎとり解析結果によると，はぎとり地震動のばらつきが小さく，最適化ケース
による地震動の最大加速度とはぎとり地震動の最大加速度の平均+1σとの比は，NS方向で1.03である。

はぎとり解析結果

NS方向 EW方向

最適化ケースによる
地震動

511Gal 476Gal

平均 519Gal 470Gal

平均+1σ 528Gal 477Gal

最適化ケースによる
地震動に対する
平均+1σの比

1.03 1.00

応答スペクトル（EW方向）応答スペクトル（NS方向）

最大加速度

第1178回審査会合（2023.8.4）

資料2－2 p.163 一部修正２．地域性を考慮する地震動／２．２ 2008年岩手・宮城内陸地震
２．２．３ 地震動に関する検討

（２）震源を特定せず策定する地震動に反映する地震動 IWTH26（一関東）はぎとり解析のばらつき評価②
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